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いま、快適職場が求められています。 



平成１５年７月１日更新 

	快適職場とは
	　快適職場は、職場の人々が一体となって作業環境や作業方法を改善し、また、疲労をいやすことのできる休憩室を設置することなどによって作り上げられるものです。
　快適職場は、ひとことでいえば疲労やストレスを感ずることの少ない働きやすい職場です。働く人が、充足感、働きがいを感じ、生き生きと働くことは、作業能率の向上、職場の活性化にも寄与します。

	快適職場を進めるために
	　快適職場推進支援のために、快適職場推進センターが中央と都道府県に設けられました。ここでは厚生労働大臣の示した快適職場指針の概要、快適職場形成促進事業の概要、快適職場推進計画の認定制度のご紹介等を行います。


	中央快適職場推進センター
（中央労働災害防止協会）
	都道府県快適職場推進センター
（都道府県労働基準協会等）

	快適職場指針に基づき、快適職場推進の普
及、調査研究及び都道府県快適職場推進
センターを支援します。
Tel　03-3452-6841内線541～543
	快適職場推進アドバイザーが広く快適職場
推進の普及、アドバイスを行います。また、
企業の快適職場推進計画の審査や、快適
職場形成融資などのお手伝いをします。
Tel　045-662-5965
(社)神奈川労務安全衛生協会 


	快　適　職　場

	快適な環境・満足感
働きがい・作業能率の向上
職場の活性化
企業イメージの向上
など

	↑

	快適職場づくり 

（疲労やストレスを感ずることの少ない、働きやすい職場） 

	作業環境の改善
	（空気の汚れ、温度、照度など）

	作業方法の改善
	（不自然な姿勢での作業、重筋作業など）

	休憩施設、食堂、洗面所、運動施設などの設置・整備

	↑

	暑い、寒い、暗い、
蒸す、うるさい、
無理な姿勢の作業、
重筋労働作業など
疲れる、気疲れなど
休憩施設・食堂などがない




快適な職場環境を形成するための措置について 

　労働安全衛生法では第７章の２に快適な職場環境を形成するための措置に関する規定を置いています。また、厚生労働省では、「事業者が講ずべき快適な職場環境形成のための措置に関する指針」を定め公表しています。

1　労働安全衛生法の関連条文 
	　労働安全衛生法第１条は、「この法律は・・・・・快適な職場環境の形成を促進することを目的とする」、同法第３条は、「事業者はこの法律で定める労働災害防止のための最低基準を守るだけでなく、快適な職場環境の実現と労働条件の改善を通じて職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない」と規定しています。


	　また、労働安全衛生法第７章の２では、第７１条の２で「事業者の講ずる措置」、第７１条の３で「快適な職場環境の形成のための指針の公表等」、第７１条の４で「国の援助」についての規定をそれぞれ置いています。


	　なお、同法第７１条の２は、事業者の講ずる措置として、
1. 　作業環境を快適な状態に維持管理するための措置 

2. 　労働者の従事する作業について、その方法を改善するための措置 

3. 　作業に従事することによる労働者の疲労を回復するための施設又は設備の設置又は整備 

4. 　前３号に掲げるもののほか、快適な職場環境を形成するため必要な措置


	を列挙しています。



2　「事業者が講ずべき快適な職場環境形成のための措置に関する指針」の概要 

第１　快適な職場環境の形成についての目標に関する事項
　　快適な職場環境の形成は、次に示すところにより図られることが望まれる。 

	１　作業環境の管理

	　空気環境、温熱条件等の作業環境が空気の汚れ、暑さ・寒さや不十分な照度等により不適切な状態にある場合には、労働者の疲労やストレスを高めることから、空気環境について浮遊粉じんや臭気等の労働者が不快に感じる因子が適切に管理されたものとするとともに、温度、照度等が作業に従事する労働者に適した状態に維持管理されるようにすること。

	２　作業方法の改善 

	　労働者の従事する作業は、その心身に何らかの負担を伴うものではあるが、不自然な姿勢での作業や大きな筋力を必要とする作業等については、労働者の心身の負担が大きいことから、このような作業については，労働者の心身の負担が軽減されるよう作業方法の改善を図ること。 

	３　労働者の心身の疲労の回復を図るための施設・設備の設置・整備 

	　労働により生ずる心身の疲労については、できるだけ速やかにその回復を図る必要がある。このため、休憩室等の心身の疲労の回復を図るための施設の設置・整備を図ること。 

	４　その他の施設・設備の維持管理

	　洗面所、トイレ等の労働者の職場生活において必要となる施設・設備については、清潔で使いやすい状態となるよう維持管理されていること。



第２　快適な職場環境の形成を図るために事業者が講ずべき措置の内容に関する事項
　 快適な職場環境の形成を図るために、事業者が講ずべき措置は、次に示すとおりである。

	１　作業環境を快適な状態に維持管理するための措置 

	（１）空気環境

	　屋内作業場では、空気環境における浮遊粉じんや臭気等について、労働者が不快と感ずることのないよう維持管理されるよう必要な措置を講ずることとし、必要に応じ作業場内に喫煙場所を指定する等の喫煙対策を講ずること。また、浮遊粉じんや臭気等が常態的に発生している屋外作業場では、これらの発散を抑制するために必要な措置を講ずることが望ましいこと。（※喫煙対策については、「職場における喫煙対策のためのガイドライン」を参照してください。）

	（２）温熱条件

	　屋内作業場においては、作業の態様、季節等に応じて温度、湿度等の温熱条件を適切な状態に保つこと。また、屋外作業場については、夏季及び冬季における外気温等の影響を緩和するための措置を講ずることが望ましいこと。 

	（３）視環境 

	　作業に適した照度を確保するとともに、視野内に過度な輝度対比や不快なグレアが生じないように必要な措置を講ずること。また、屋内作業場については、採光、色彩環境、光源の性質などにも配慮した措置を講ずることが望ましいこと。 

	（４）音環境

	　事務所については、外部からの騒音を有効に遮蔽する措置を講ずるとともに、事務所内のＯＡ機器等について低騒音機器の採用等により、低騒音化を図ること。また、事務所を除く屋内作業場についても、作業場内の騒音源となる機械設備について遮音材で覆うこと等により騒音の抑制を図ること。 

	（５）作業空間等

	　作業空間や通路等の適切な確保を図ること。

	２　労働者の従事する作業について、その方法を改善するための措置

	（１）腹部、頭部等身体の一部又は全身に常態的に大きな負担のかかる不自然な姿勢での作業については、機械設備の改善等により作業方法の改善を図ること。 

	（２）荷物の持ち運び等を常態的に行う作業や機械設備の取扱・操作等の作業で相当の筋力を要するものについては、助力装置の導入等により負担の軽減を図ること。 

	（３）高温、多湿や騒音等の場所における作業については、防熱や遮音壁の設置、操作の遠隔化等により負担の軽減を図ること。 

	（４）高い緊張状態の持続が要求される作業や一定の姿勢を長時間持続することを求められる作業等については、緊張を緩和するための機器の導入等により、負担の軽減を図ること。 

	（５）日常用いる機械設備、事務機器や什器等については、識別しやすい文字により適切な表示を行うとともに、作業動作の特性に適合した操作が行える等作業をしやすい配慮がなされていること。 

	３　作業に従事することによる労働者の疲労の回復を図るための施設・設備の設置・整備 

	（１）疲労やストレスを効果杓に癒すことができるように、臥床できる設備を備えた休憩室等を確保すること。 

	（２）多量の発汗や身体の汚れを伴う作業がある場合には、シャワー室等の洗身施設を整備するとともに、常時これを清潔にし、使いやすくしておくこと。 

	（３）職場における疲労やストレス等に関し、相談に応ずることができるよう相談室等を確保すること。 

	（４）職場内に労働者向けの運動施設を設置するとともに、敷地内に緑地を設ける等の環境整備を行うことが望ましいこと。 

	４　その他の快適な職場環境を形成するため必要な措置 

	（１）洗面所、更衣室等の労働者の就業に際し必要となる設備を常時清潔で使いやすくしておくこと。 

	（２）食堂等の食事をすることのできるスベースを確保し、これを清潔に管理しておくこと。 

	（３）労働者の利便に供するよう給湯設備や談話室等を確保することが望ましいこと。 



第３　快適な職場環境の形成のための措置の実施に関し、考慮すべき事項
　　快適な職場環境の形成のために事業者が必要な措置を講ずるに当たり、次の事項を十分考慮して行うことが望まれる。 

	１　継続的かつ計画的な取組 

	　快適な職場環境を形成し、適切に維持管理するためには、必要な施設・設備を整備する等の措置を講ずることだけでは足りず、その後においても継続的かつ計画的な取組が不可欠である。このため、こうした取組を日常推進する担当者を選任する等その推進体制の整備を図るとともに、快適な職場環境の形成を図るための設備等について、その機能を常々有効に発揮させるため、その性能や機能の確保等に関するマニュアルを作成する等の措置を講ずること。また、職場における作業内容や労働者の年齢構成の変化、さらには快適な職場環境に係る技術の進展等にも留意して、事業場の職場環境を常時見直し、これに応じて必要な措置を講ずること。 

	２　労働者の意見の反映 

	　職場環境の影響を最も受けるのは、その職場で働く労働者であることにかんがみ、快適な職場環境の形成のための措置の実施に関し、例えば安全衛生委員会を活用する等により、その職場で働く労働者の意見ができるだけ反映されるよう必要な措置を講ずること。 

	３　個人差への配慮 

	　労働者が作業をするに当たっての温度、照明等の職場の環境条件についての感じ方や作業から受ける心身の負担についての感じ方等には、その労働者の年齢等による差を始めとして個人差があることから、そのような個人差を考慮して必要な措置を講ずること。 

	４　潤いへの配慮 

	　職場は、仕事の場として効率性や機能性が求められることは言うまでもないが、同時に、労働者が一定の時間を過ごしてそこで働くものであることから、生活の場としての潤いを持たせ、緊張をほぐすよう配慮すること。 



３　快適職場形成促進事業の概要

　厚生労働省では、事業者の快適な職場環境に向けての取組みを促進するため，快適職場形成促進事業を行っています。事業の概要は次のとおりです。

1. 労働安全衛生法第７１条の３の規定により、「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための楷置に関する指針」（以下「快適職場指針」という。）を公表すること。 

2. 労働安全衛生法第７１条の４の規定により、快適な職場環境を形成しようとする事業者に対し相談、情報の提供等を行うこと。 

3. 労働安全衛生規則第６１条の３の規定により、事業者が策定した快適な職場環境の形成のための楷置の実施に関する計画（以下「快適職場推進計画」という。）について、都道府県労働局長が快適職場指針に照らし、適切である旨の認定を行うこと。 

4. 安全衛生活動を行っている団体の構成員であり、都道府県労働局長による「快適職場推進計画」の認定を受けた小規模事業場に対して、職場改善用の機器の取得等に対する助成を行うこと。 

	厚生労働大臣

	快適職場指針
の策定


	
	公表
→
	事業者
快適職場推進計画の策定
↓

都道府県労働局長による計画の認定
↓

認定計画の実施
①作業環境の快適化の措置
②作業の快適化の措置
③疲労回復のための施設等の設置又は整備
④その他の必要な措置

	
	中央労働災害防止協会
（以下「中央協会」という）
職場改善用機器等整備事業
①補助対象者
　・小規模事業場等団体安全衛生活動援助事業の登録団体に展する中小企業者の小規模事業場（常時使用される労働者数が５０人未満の事業場をいう。以下同じ。）で，登録団体から推薦を受けたもの。
　・安全衛生活動を行っている集団に属する中小企業者の小規模事業揚で、別途中央協会が厚生労働省と協議して定める安全衛生教育を受講していること。
②補助要件（職場環境の快適化のための機器について）
　・中央協会または中央協会が名簿登載した労働安全コンサルタント若しくは労働衛生コンサルタントの行う安全衛生診断を受診すること。
　・機器の設置にかかる計画を適切に作成すること。
　都道府県労働局長による快適職場推進計画の認定を受けていること。
③補助対象機器
　別途定める。
④補助金の額
　・機器あたりの整備に要する経費が２０万円以上の機器を対象とし、当該機器の整備に要する経費の３分の１を限度とする。
　・１事業場当たり４００万円を限度とする。


	
	
	
	
	

	中央快適職場推進センター
①普及
②調査研究
　情報収集、提供
助言 ↓↑　相談
都道府県快適職場推進センター
①普及啓発
　・都道府県快適職場推進大会
　・都道府県快適職場推進協議会
②快適職場推進計画審査

	相談
←
→
指導
	
	助成

←

	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


４　快適職場推進計画の認定について

（１）申請から認定証の交付までの手順 

· 申請 
　快適職場推進計画の認定を受けようとする継続事業の事業者（建設工事以外）の方は、「快適職場推進計画認定中請書」（様式第１号）、有期事業（建設工事）の元方事業者の方は、「建設工事快適職場推進計画認定申請書」（様式第１号の２）の正本１通及びその写し２通を、神奈川快適職場推進センター（神奈川労務安全衛生協会）を経由して、神奈川労働局長に提出して下さい。 　　　　 

· 認定の要件
　提出された快適職場推進計画を審査し、下記の事項について適切であると認められた場合に、認定が行われます。
　なお、快適職場推進計画の内容は、少なくとも快適職場指針の第２の１から４のうち、１を含む複数の項目について職場の状況把握と快適化のための措置が示されている必要があります。
　また、複数の工場等から成る事業場の場合、一部の工場等における計画であっても認定を受けることができます。 

· 認定証の交付 
　快適職場推進計画が認定されると、神奈川労働局長から、「快適職場推進計画認定証」（様式第３号）が交付されます。 

· 計画の変更または中止 　　　　
　快適職場推進計画の認定を受けた後、計画の主要な実施事項について変更する場合は、「快適職場推進計画変更報告書」（様式第４号）により神奈川快適職場推進センターを経由して、神奈川労働局長に報告してください。 　　　　
　認定を受けた快適職場推進計画に基づく快適な職場環境の形成を計画期間終了後２年を経過した時点（建設工事の場合にあっては、計画期間終了後２年を経過した時点又は工事の完了する時点のいずれか先に到来する時点）において実施していない場合、又は、この期間内において実施できる見込みがなくなった場合は、認定証を返還してください。 　　　　
　神奈川快適職場推進センターの役職員又はこれらの職にあった者が、快適職場推進計画の認定に関する事務に関し知り得た秘密を漏らすことはありませんので、安心して御相談ください。 

（２）快適職場推進計画認定審査基準 

　①　継続事業（建設工事以外） 

1. 快適職場指針に示す第２のいずれかを含む項目について、職場の快適化の対象とする場所ごとに現状の把握、快適化のための措置及びおよその実施時期が示されていること。 

2. 快適職場推進計画に関し、現状把握が適切であり、快適化のための措置が労働安全衛生関係法令の規定を下回っていないこと。また、その内容が具体的であり、かつ，快適職場指針に沿ったものであること。 

3. 快適職場推進計画の策定に当たり、当該計画が安全衛生委員会等で審議されていること。なお、安全衛生委員会等が設置されていない場合にあっては、労働者の代表の意見が聴取されていること。 

4. 快適な職場環境の形成の取組みを担当する部課が明らかで、その担当者が選任されていること。 

5. 労働者数、業種等に応じた安全衛生管理体制が整備されていること。 

6. 過去１年間、死亡災害、重大災筈又は重度の障害が残る労働災害が発生しておらず、休業４日以上の災害が発生している場合は、その再発防止対策が的確に行われていること。ただし、公共交通機関利用中に発生した災害等明らかに当該事業場における安全衛生管理との関係の希薄なものを除く。 

②　有期事業（建設工事）≪申請時点において、工事の完了までの工期が概ね６カ月以上の建設工事≫

1. 快適職場指針に示す第２のいずれかを含む項目について、職場の適正化の対象とする工程に応じた作業又は、場所ごとに状況の把握、快適化のための措置及びその実施時期が示されていること。 

2. 快適職場推進計画に関し、現状把握が適切であり、快適化の措置が労働安全衛生関係法令の規定を下回っていないこと。また，その内容が具体的であり、かつ、快適職場指針に沿ったものであること。 

3. 快適職場推進計画の策定に当たり、当該計画が安全衛生協識会等で審議されているか，又は関係請負人等の意見が聴取されていること。 

4. 快適な職場環境の形成の取組みを担当する者が明らかであること。 

5. 労働者数、業種等に応じた安全衛生管理体制が整備されていること。 

6. 工事開始以降、申請時までに、死亡災害、重大災害又は重度の障害が残る労働災害が発生しておらず、休業４日以上の災害が発生している場合は、その再発防止対策が的確に行われていること。ただし、公共交通機関利用中に発生した災害等明らかに当該事業場における安全衛生管理との関係の希薄なものを除く。 

③　留意事項
　 

	　認定申請は，指針の項目の総てが盛り込まれていることが望ましいのですが、当面は、作業環境の面を含め（屋外作業場の場合を除く。）複数の項目の改善を予定していれば、申請し認定を受けることができることになっています。

	　 また，これ等の事項は一度改善しても時の経過と共に後もどりする場合もありますので，こうした取り組みを日常推進する担当者を選任し，推進体制の整備を図ることが大切です。さらに職場環境の影響を最もうけるのは，その職場で働く労働者であることから，快適職場形成のための措置の実施については，例えば安全衛生委員会を活用し労働者の意見ができるだけ反映されるようにすることも必要です。 


　
（３） 「快適職場推進計画」の認定を受けるメリット 

1. 快適職場づくりは，法律（労働安全衛生法）に定められた事項に添って行われるものであり，「法定の安全衛生水準を上回るもの」として位置づけられておりますので，法律を守っている証となります。 

2. 「認定」を受けることにより，その会社は良好な職場環境を目指して努力していることを内外に形として示すことができます。 

3. 職場の快適化を進めますと，結果的には施設・機械・設備等について不安全な状態が改善される上，作業方法では作業負担が軽減されることから作業者の不安全行動等が少なくなり，労働災害の防止にも寄与します。 

4. 職場の快適化は，それだけ作業者が働きやすくなることにより，「会社は我々働く者のことを考えている」といった労・使の信頼感が深まり，それが得意先・地域住民へも影響し，会社の信用度も高まります。 

5. 労災保険制度の継続メリット制が適用される中小企業が，この計画の認定を受け改善に着手した場合には労災保険料率の増減割合が最大45％まで拡大されます。 

6. 一定条件をクリアしている場合には、職場改善用機器等整備事業として、一事業場当たり４００万円を限度として助成が受けられます。 

7. 安全衛生表彰制度の中に「快適職場づくり」部門が設けられています。 

（４）建設工事現場について

　建設工事現場は，そのほとんどが数次の請負関係により構成され単品受注生産のため作業の態様が一定せず，しかも天候の変化・工事の進捗により作業環境も変わりますので製造業などとは同様にまいりませんが「快適に働くこと」を念頭に工夫すると機械化（自動化）による人力作業の軽減や，現場事務所・休憩所・洗身設備などで快適な職場の形成は可能なものと思われます。現に、相当の認定申請が行われています。
　なお、建設工事現場については、労災保険料のメリット制拡大の適用はありません。 

　指針等の詳細、ご不明な点は 

	神奈川快適職場推進センター
	045-662-5965

	神奈川労働局労働衛生課
	045-211-7353


までご照会下さい。

　またこのセンターには快適職場推進アドバイザーがいて，技術的な事項を含めご照会やご相談に応じることとなっていますし，希望があれば現地でご指導もいたします。 



労働衛生課関係インデックスに戻る



神奈川労働局　労働衛生課
TEL 045-211-7353
